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日研設立15周年特集 
「公共日本語教育学」構築の意味 
―実践の学の視点から― 
川上 郁雄 
要 旨 
本稿は、日本語教育の公共性を視点に新たな学としての公共日本語教育学の構築
を考えることを目的としている。そのため、「公共民俗学」「公共社会学」「公共人
類学」の議論を踏まえ、なぜ今、学に「公共」が冠されるのかを検討した。次に、
日本語教育の公共性を考える具体的な実践と議論として、「やさしい日本語」を検
討した。その議論を通じて、公共日本語教育学の構築には、「社会」「ことば」に関
するパラドクシカルな視点があることを指摘し、それを超える実践研究の必要性を
主張した。 
キーワード 
公共性、公共日本語教育学、「やさしい日本語」、実践の学、人権 
 
 
1．なぜ「公共日本語教育学」なのか 
戦後、日本語教育は、新たな言語教育として再スタートした。戦前の「植民地政策」の
一環として担った役割を見直し、広く社会の発展と国際交流、世界平和のための言語教育
として歩んできた。当初、日本語教育学会の学会誌には「外国人のための日本語教育」と
いうサブタイトルがついていたが、その含意は、日本語を母語としない「外国人」に対し
て日本語教育を提供するということであった。しかし、その後、高度経済成長期を経て、
日本語学習者は多様化した。1980 年代から 1990 年代にかけて、外国人留学生だけではな
く、「中国帰国者」、「インドシナ難民」や海外で成長する「日本人の子ども」など、日本語
学習者の背景は、単に国籍だけで区別できない状況が見られた。 
現在、世界の日本語学習者数は 400 万人を超え、世界 100 ケ国以上で日本語教育が展開
されている（国際交流基金編、2013）。国内においても、子ども、留学生、ビジネスパー
ソン、看護師・介護福祉士、地域の生活者まで、学習者の多様化がますます進んでいる。 
学習現場の多様化も進んでいる。いわゆる「教室」で教師が学習者に日本語を教授する
という教師中心の教育だけではなく、アニメや漫画、インターネット等、多様な媒体を通
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じた「教室外」での学習者主体の自律的な日本語学習も行われている。教育機関だけでは
なく、地域や職場でも日本語教育が展開している。 
さらに、教育内容も多様化している。日本語の言語知識や言語運用、文化的情報等の教
授だけではなく、対話、協働、言語活動等を通じた総合的なコミュニケーション能力、異
文化対応能力等を育成する言語教育実践や、シチズンシップ教育からグローバル人材育成
も視野に入れた、新しい実践研究の試みや議論が活発化している。 
一方、2013 年、日本語教育学会は公益社団法人化し、社会の広い要請に応える態勢を整
えつつある。公益社団法人化した学会の目標とするのは、「事業全体の見直し」から「財政
基盤の安定」と「事業の社会貢献」を強化していくことである（日本語教育学会 HP：2016
年 2 月 18 日閲覧）。学会が外部資金を得て、公正に運営し、社会に貢献することは、学会が
社会的存在意義を示すために欠かせない点であろう。しかし、そこで言われる「社会貢献」
の内実や方法論については、まだ明確化されていない。 
加えて、経済的視点からのアカデミズムに対する風当たりは強まっている。たとえば、
2014 年 8 月、文部科学省から全国の国立大学へ「教員養成系、人文社会科学系学部の廃
止や転換」が「通達」されたのは記憶に新しい。そのような情勢の中で、「教員養成系、人
文社会科学系」に位置づく日本語教育学は、日本語教育を「学」として成り立たせるもの
は何か、そして日本語教育実践の「社会貢献」と方法とは何かを明確に社会に示すことが
求められているだろう。しかし、その議論もまだ十分ではない。 
つまり、日本語教育の社会的役割と位置づけ、あるいは公共性についての議論が、必ず
しも深まっていないのだ。ここで日本語教育の公共性というときの「公共性」とは、「公共
事業」「公共政策」といった国レベルの行政の＜公益＞の意味ではなく、社会のあり方、人
のあり方、そして社会とことば、人とことばを考えるときの言語教育としての日本語教育
の視点をいう。「日本語教育の公共性」という概念はまだ確立されていない 1。その概念の
確立のためにも、議論と研究が必要である。 
そのような問題意識から、2015 年 9 月に早稲田大学大学院日本語教育研究科は「日本
語教育研究科設立 15 年記念シンポジウム」を開催し、その中で、「公共日本語教育学の構
築は可能か」という問題提起を行った。さまざまな意見があったが、「日本語教育の公共性」
「公共日本語教育学」についての議論はまだ緒についたばかりであり、明確な方向性が定
まったわけではない。「日本語教育の公共性」「公共日本語教育学」をめぐる論点は、多様
にある。たとえば、 
「社会のあり方と日本語教育のあり方をどのように考えるか」 
「言語教育にどのような公共性があるのか」 
「日本語教育の歴史性をどう捉えるのか」 
「植民地主義から学ぶ現代の日本語教育の公共性とは何か」 
「学の公共性を議論することで、実践はどう変わるのか変わらないのか」 
「欧州の言語政策（CEFR）の公共性と日本語教育の公共性は、どう捉えられるか」 
「実践の視点から、ことばの教育の公共性をどう捉えるか」 
などの論点が想定される。 
本稿は、このような問題意識から議論を活発化するための「議論のアリーナ」を設定す
34
??????????? 20?
  ― 3 ―  
 
ることを目的とする。 
2．「公共」が学に冠する意味とは 
近年、日本では学に「公共」がつく議論が活発になっている。たとえば、「公共民俗学」、
「公共社会学」、「公共人類学」など、従来の「民俗学」、「社会学」、「人類学」の意味あいを
捉え直し、新たな学として立ち上げる試みといえよう。では、なぜ「公共」が焦点化され
るのか。その点について、先行研究の議論を追ってみよう。 
「公共」をめぐる議論は、「public folklore」、「public sociology」、「public anthropology」 
のように、public という語が冠された学問領域の議論が海外であり、それらが「公共」と
いう訳語を伴い、「公共民俗学」「公共社会学」「公共人類学」として日本に紹介される形で
進んできた。 
では、海外ではどのような流れで「学」に「public」が冠されてきたのか。 
バロン（2011）はアメリカの公共民俗学（public folklore）の発展の経緯について次の
ようにいう。「世界の至る所で、民俗学という学問は、確立された一つの学問分野としての
地位を問われ、窮地に追い込まれている」と。そのうえで、1950 年代からあった「応用民
俗学」が 1980 年代後半になってから、公共民俗学として本格的に発展したという。つま
り、「アメリカ民俗学は、周辺的な学問に留まっているものの、公共民俗学を成長させ発展
させることにより、民俗学の分野全体を学界外に拡大させ、民俗学者が活躍する新しい選
択肢を広げてきた」のだ。具体的に公共民俗学を定義すれば、「民俗伝統の担い手と民俗学
者、あるいは文化に関する専門家との協働的な取り組みを通じて、コミュニティ内部、あ
るいはコミュニティを越えて表れる新しい輪郭線と文脈のなかにある民衆伝統を表象し応
用する」活動となる。 
また、「公共民俗学は、伝統を実践してきたコミュニティのなかで、伝統の維持や活性化
を目指す人びと、あるいは他者の民俗文化を体験することによって異文化を学ぼうとする
さまざまなコミュニティの人からなる一般聴衆などに向けて展開される。公共民俗学者は、
そのプログラム設計において、コミュニティと協働（collaboration）する。そして、彼ら
彼女らの伝統が、どのように表象されるのかという点について、コミュニティのメンバー
の意見や見解を組み込んでいく。そして、ともに活動するコミュニティとは、上から下へ
押し付けるようなトップダウン式の関係ではなく、責任や責務を分かち合い、話し合いや
協働を通じて相互的な関係を築くように努めている。」 
つまり、民衆伝統を、博物館などの「鍵のかかった保管室」で箱詰めにしておくプレゼ
ンテーションではなく、人々と「コミュニケーションを通じて」行うプレゼンテーション
として捉えるのだ。 
以上のような、アメリカの公共民俗学の動向で注目されるのは、（1）民俗学が社会の中
で地位が認められないという危機意識がある点、（2）民俗学を大学教育や研究の枠の中に
とどめるのではなく、社会へ向けて民俗学研究の普及を図ろうとしている点、（3）民衆伝
統は民衆伝統を担う民衆やコミュニティと公共民俗学者とのコミュニケーションと協働に
よって維持発展し、社会の中で表象されるという点などである。 
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同時に、バロン（2011）は、「公共民俗学は、より大きい民俗学というディシプリンの
一分野として組み込まれている」という認識も示している。 
ただし、これだけでは「公共」という視点がどうして出てきているかを考えるうえで、
十分ではない。次に、「公共社会学」を見てみよう。 
社会学者の盛山和夫は、アメリカの社会学会長（M. Burawoy）の講演を例に、公共社
会学が海外で注目されている背景に、社会学が直面している「深刻な問題状況」があると
述べている（盛山、2012b）。それは、（1）社会学が隣接する他の学問と比べ、社会学の意
義と魅力を示してえていないこと、さらに（2）社会学のアイデンティティが拡散して学
問共同体が解体の危機にさらされているという認識であるという。 
たとえば、後者について言えば、労働社会学、産業社会学、スポーツ社会学、余暇研究、
メディア研究など、専門的研究が拡散化し、「社会学に立ち戻って他のフィールドの研究者
や理論家と交流する意義が薄」くなっていると指摘する。そのため、社会学全体のまとま
りや魅力が感じられなくなり、新しい展開が極めて乏しいという。 
だからこそ、「新しい創造を通じての社会学の学問共同体の再生、これこそがあえて「公
共」の語を冠した「公共社会学」の構想を通じてめざそうとしていること」（盛山、2012b：
14）だと主張する。 
ただし、単に社会学の再生を目指しているわけではなく、そこには時代性がある。盛山
（2012a）はその時代性を「リスク社会」という視点で述べる。たとえば、戦後、先進国は
「福祉社会化」をめざし、年金、医療など社会保障制度を発展させた。「個人的なリスク」
を政府の責任で制度化したわけだが、今は、どの国も、福祉制度が巨大な負担となってい
る。金融と経済も同様に、個人的リスクと国家のリスクを増大している。「環境問題」から
「核兵器」「原子力発電所」、さらに、生殖技術や延命治療などの医療分野においても、現代
社会が作りあげた「システム」自体がはらむ「制御可能性問題」が引き起こされていると
見る。 
この「制御可能性問題」とは、「問題を生み出すものがいかにして自らをうまく制御でき
るのかというパラドクシカルな状況」（盛山、2012a：5）が根源となる問題のことである。 
盛山（2012b）は、このように現れる「21 世紀型社会問題群」があることを指摘したう
えで、それらの「21 世紀型社会問題群への社会学的な取り組みの実践と整備を通じて秩序
構想の学としての社会学を自覚的に再構築し、他方において、それによって社会学の学問
共同体としてのアイデンティティと責任を回復すること」（盛山、2012b：15）が、公共社
会学の構想がめざすことだと述べる。 
このような議論は一見、社会学の内部事情に関する議論のように見えるが、その中で重
要なのは、社会学が「秩序構想の学」として、さらにすべての学問に共通する基底的な価
値として「よりよい共同性」を探究することだという論点である。その論点は、「よりよい
共同性とは何か、それはいかにして可能か」という問いでもある。さらに、その問いは、
そのような共同性をより上位にある価値理念から評価することを意味するという。そのと
き、その価値理念を表す語が「公共性」であると、盛山（2012b）は主張する。 
したがって、このような意味の「公共性」を探究する「公共社会学」は、社会的問題、
たとえばジェンダー、エスニシティ、マイノリティ、環境、科学技術、福祉、少子高齢化、
36
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社会的不平等などに取り組んできた社会学の実践についての「自覚的な名称」にすぎない
と、盛山（2012b）はいう。 
以上の「公共社会学」に関する議論で注目されるのは、（1）公共社会学が主張される背
景に、社会学としての危機意識がある点、（2）時代性に応じた学の再構築が必要であると
いう認識がある点、（3）21 世紀の問題群に取り組む社会学の基底に「よりよい共同性」の
探究があるという点である。また、公共社会学の議論が海外から紹介されつつも、日本国
内で議論が展開されている点も注目してよいであろう。 
では、次に、「公共人類学」の議論を見てみよう。 
人類学者の山下晋司はアメリカ人類学会長のジェームズ・ピーコック（J. Peacock）の
言う“public or perish” （公共的でなければ、滅亡）の語を引用し、アメリカ人類学会の
危機意識、つまり、人類学が社会に貢献しなければ生き延びられないという意識から公共
人類学の議論が始まったことを述べている（山下、2014）。 
山下（2014）によれば、公共人類学は 1990 年代後半から登場してきたのだが、その系
譜には 20 世紀初頭からあった「応用人類学」「実用人類学」までさかのぼるという。ただ
し、今日、公共人類学が登場した理由は、別にあるという。それは、「人類学が今日の社会
の中で存在感を示し得ていないということ」にあると、山下は述べる（山下、2014：6）。
ここでいう「社会の中の存在感」というのは、人類学者の多くが社会へ向けて、すなわち
公共領域へ発信をしなくなったということを意味する。それゆえ、山下は公共人類学の理
論と実践を統合し、実践の中に理論的営為も含ませることが重要だと主張する（山下、
2014：7）。 
山下（2014）は、公共人類学は公共領域に関与する人類学であると規定する。公共領域
とは、「地域社会から国際社会までの社会の複合性と古代から現代までの歴史の重層性のな
かで、きわめて複雑な内容を持つ」と述べ、公共領域を次の 6 つのモデルで示している。 
第 1 は、国家的な公共領域である。国家予算が投入されるような公共事業、人類学者が
研究費をとって行う研究領域でもある。第 2 は、国レベルではなく、州や県、市町村など
地方自治体、地域社会などのローカルな公共空間である。第 3 は、企業が社会的な責任と
して果たす公共領域である。規制緩和の中で企業に委ねられる市場が含まれる。第 4 は、
国連、世界銀行、ユネスコなどの国際機関が関係する国際的な公共領域である。第 5 は、
NGO がグローバルなネットワークでつながるような「草の根グローバリゼーション」の
領域である。第 6 は、震災後のボランティア支援活動に見られたような「新しい公共」と
呼ばれる領域である。「官」（国家）ではなく、「民」（社会）が活躍する領域である。 
山下は、これらの 6 つのタイプは複雑に絡み合っていると述べながらも、特に人類学者
が関与できるのは、第 2 と第 6 であるという。ここで重要なキーワードが、「関与」
（engagement）と「協働」（collaboration）である。「関与」とは、人類学の方法論のひ
とつである「参与観察」（participant observation）の立場より積極的に、「当該社会が直
面する問題の解決に向けて貢献する」ことを意味する。また、「協働」は開発人類学などで
用いられたアクションリサーチのように、「地域社会や政策策定に積極的に関与しつつ展開
される方法論」をいう（山下、2014：11）。 
この二つの観点から見ると、公共人類学における民族誌（ethnography）作成は、その
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過程では、地域の人々や当該事象に関わる人々との対話や協働を通じて遂行されるものと
いうことになる。また、他分野や異業種の人々との協働や民族誌の協働での執筆も考えら
れるし、書かれた民族誌の読者層も研究者に限らなくなる。その意味で、公共人類学の民
族誌は、これまでの人類学に見られた民族誌的権威（ethnographic authority2）によって
書かれてきた民族誌とは異なるものになろうと、山下（2014）は述べる。 
そのうえで、まとめとして、山下（2014）は議論を整理して、次の 3 点を提示する。 
第一は、公共人類学は人類学の下位分類であるサブ・ディシプリンではないという点で
ある。「公共」とは人類学が働きかける対象であって、研究対象ではない。したがって、公
共的課題に関与しつつ、人類学を実践することだという点である。 
第二は、公共人類学は公共領域に関与することで、人類学やアカデミズムの枠を超える
試みであるという点である。NGO／NPO などとの連携や「新しい公共」への参入を意味
するという点だ。 
第三は、公共人類学は、公共的課題を解決するために、政策提言や支援を含む規範的主
張、倫理的、政治的実践を行い、よりよい社会の実現をめざすという点である。その意味
で、世界を変革する試みということになる。 
したがって、公共人類学とは、「公共的課題に関与し、理論的・実践的に解決に取り組む
ことで、社会に貢献する人類学であり、それを通して人類学の公共性を推進しようとする
もの」（山下、2014：14）であるという。 
以上の公共人類学に関する議論で注目されるのは、（1）公共人類学が主張される背景に、
人類学としての危機意識がある点、（2）時代性に応じた学のあり方、研究方法論の再構築
が必要であるという認識がある点、（3）21 世紀の公共的問題を解決するために支援や実践
を試み、「よりよい社会」の実現をめざすという点である。これらの議論は、公共社人類学
の議論が海外から紹介されつつも、日本国内の状況に応じて議論が展開されている点も注
目してよいであろう。 
以上のように、公共民俗学、公共社会学、公共人類学の議論を見てきた。いずれも、海
外での議論が日本に紹介される形で議論が始まっているように見えるが、公共社会学、公
共人類学は日本国内の事情とも絡み合い、独自に議論が展開されているように見える。ま
た、公共民俗学は、より大きな「民俗学」の「一分野」として位置づけられ、それまでの
民衆伝統（民俗知）のプレゼンテーションのあり方を問うことが主張されているが、公共
社会学と公共人類学は「社会学」「人類学」全体の捉え直しを訴え、「よりよい共同性」「よ
りよい社会」の実現をめざしている。また、公共社会学は現代社会を「リスク社会」と捉
え、現代性の諸問題に取り組むことに社会学のミッションを見ているが、公共民俗学、公
共人類学に共通に見られるのは、一般の人々との対話や協働によって成り立つ「学」を想
定している点である。ただし、公共人類学の取り組む課題も、山下編（2014）では、多文
化共生、多文化教育、開発、生殖医療、高齢者、障害、公共政策、災害、難民、無国籍、
人間の安全保障などの現代性のある問題となっており、公共民俗学よりも幅広い点も注目
される。 
では、ここで改めて注目しなければならないのは、公共民俗学、公共社会学、公共人類
学が想定する「公共」とは何かということである。前述の公共民俗学のバロンは一般社会
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の人々を、また公共社会学の盛山は「リスク社会」の人々を想定していた。公共人類学の
山下は、国際機関、国家、地方自治体、企業、NGO、住民ボランティアの 6 つのレベルの
「公共」領域を示した。ここで、公共民俗学、公共社会学、公共人類学に共通している「公
共」概念は、学の中にいる研究者だけを想定するのではなく、学の外の人々、専門外の人々
を想定している点であろう。したがって、学の外へ「関与」したり、学の外の人と「協働」
することを学のあり方として、また研究者あるいは実践者としてのあり方として提起して
いる点であろう。その結果、その研究者あるいは実践者としてのあり方には、社会や人々
が直面する課題へコミットする責任、つまり清水（2014）がいう「応答責任」が伴うとい
う点 3も、重要な視点であろう。 
このような「公共」の捉え方、研究者あるいは実践者のあり方をめぐる考え方は、日本
語教育の公共性、あるいは公共日本語教育学を構築するうえで、極めて示唆的である。で
は次に、このような「公共」をめぐる視点や議論から、日本語教育を考えてみよう。  
3．日本語教育の公共性を考える前提 
この議論で参考になるのが、徳川宗賢が構想した「ウェルフェア・リングイスティック
ス」（Welfare Linguistics、以下、WL）という考え方である。徳川は、国立国語研究所で
日本の方言研究をリードした社会言語学者として有名である（徳川、1993）が、同時に、
大阪大学、学習院大学で教鞭をとり日本語教育学会にも深く関わった研究者であった。そ
の徳川が今から 15 年以上前の 20 世紀末に考えていた WL は、本稿のテーマである日本語
教育の公共性の議論と大いに重なるゆえに、改めて注目される考え方だ。 
ただし、徳川が言及しているのは日本の言語学であり、必ずしも日本語教育ではない。
しかし、その内容は、言語学という学問領域が社会の中で果たすべき貢献は何かを論じて
おり、前章の議論でいえば、いわば「公共言語学」の議論である。その意味で、徳川の議
論は、公共日本語教育学を考えるうえで参考になる内容と考えられるので、ここに徳川の
論点をまとめておこう。 
徳川（1999）は、言語学の研究者に対して、「自分の関心だけを追究していていいのか」、
「研究者は、世の中に関係なく、ただ学問をしていればいいという時代は終わったと言える
のではないでしょうか。」と述べている。また、徳川は、「言語研究が楽しい、真理の追求
をしていればいいと言ってばかりいずに、それも大切だが、社会に貢献することも考える
べきではあるまいか。そしてこれまでの研究成果をどのように社会に役立てるか、足りな
いところはどこなのか、そういうことを考える時期になっている」（徳川、1999：90）と
述べ、言語学のパラダイム転換が必要だと主張する。 
徳川の主張の背景には時代性がある。たとえば、「遺伝子組み替えはどこまで許されるの
か」と問い、「幼児の死亡率を低下させると、それが人口爆発につながる」という現代社会
の問題性を指摘する。それは前述の盛山と同様に、現代社会が「リスク社会」になってい
るという認識だ。 
では、WL という言語学は、応用言語学のひとつなのか。それに対して、徳川は、次の
ようにいう。「私としては応用言語学というと、まず言語学というメインストリームがあっ
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て、それを応用するという感じがあるので、好きじゃありません。むしろ、WL こそ言語
学の全体像であるべきで、従来の言語学は、その中の一部と考えるようになればといいと
さえ考えます」（徳川、1999：90）。 
これは、言語学自体を WL という観点から捉え直すということを意味し、前述の公共社
会学や公共人類学の議論と重なる点である。 
徳川（1999）は、言語学の研究テーマとして以下の課題をあげている。たとえば、「言
語障害を持つ人」の、手話を含むことばの課題、アイヌやニューカマーなどの少数言語を
話す人の言語問題、また日本国内の方言の捉え方の問題もある。徳川は、これらのことば
の課題に言語学者がどう応えるのかを問いかけ、次のようにいう。「地球上で絶滅寸前の小
言語についていえば、その言語の使用者をどう扱っていけばいいのか。小言語を保持して
いくのがいいのか、それとも、効率のいい言語に乗り換えたほうがいいのか。グローバル
な問題ですね」と述べる（徳川、1999：92）。 
さらに、手話や少数言語や方言を使うことや、逆にそれらのことばを使わないことが、
その人のアイデンティティと非常に密接に結びついていると述べ、ことばとアイデンティ
ティの課題を指摘する。この問題に関して徳川は、「アイデンティティを持ちにくいような
人がいることも考えねばなりませんね。父親の転勤で 20 回学校が変わったとか、いった
いどこの方言がアイデンティティの基礎になるのか、そういう人のいることも認めなけれ
ばいけない」（徳川、1999：94）と、移動する時代の課題を指摘する。このような時代性
に関連して徳川は、日本在住のニューカマーの人々の中に伝統の保持だけではなく、新し
い伝統の創造があることや、これらの人々の日本社会への適応だけではなく、母国へ帰国
してからの生活も視野に入れた研究が必要であるとも述べる。そして、「言語学者がこうし
た問題に関心を持ってこなかったとすれば、あるいは定見を持てずにいたとすれば、言語
学者の怠慢ですね。あるいは伝統的言語学の欠陥だと思います」（徳川、1999：94）と、
これまでの言語学を痛烈に批判する。 
また、徳川は言語と差別の問題も指摘する。たとえば、老人と若者の、言語行動に対す
る相互の否定的な評価が、老人に対する言語的差別の問題へ関連することや、女性語と差
別、言語と職業差別の問題、官庁の情報公開がもたらす言語的不利益など、言語的階層性
の問題も、WL の課題であるという。 
さらに「外国語教育」「異文化間教育」「国語教育」のあり方、リテラシーの捉え方、言
語使用の実態など、これまでの言語学が取り上げてこなかった課題や研究テーマも、WL
の課題であると指摘したうえで、徳川は次のようにいう。 
「少なくとも言語学のパラダイムが 21世紀にむけて変わることを、私は期待しています。
今までの言語学者が関心を向けてきたことだけを、伝統的なパラダイムに沿ってただやっ
ていれば言語学が安泰なのか。そうではない、そうじゃないという時代が来ていると思う
んです」（徳川、1999：100）。 
徳川は特に「公共」の概念について論じていないが、これからの言語学は、国の行政や
地方自治体レベルの人々や他の学問領域とも連携しつつ、また、ある特定の国やある特定
の社会に限定するのではなく、移動する時代に生きる移動する人を含む、広く 21 世紀の
時代に生きる人々のための言語学を構想している。そのため、言語学が取り扱う課題自体
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を新たに設定することや、その課題の解決に向けては他の学問的ディシプリンと協働する
ことが必要であるという問題意識があり、その問題意識は「言語学」のパラダイム転換を
起こさなければ、言語学は生き延びられないという危機意識でもある。このような問題意
識と危機意識は、前述の「公共社会学」「公共人類学」の議論に見られた問題意識と危機意
識と共通する点であることも、ここで指摘することができるであろう。徳川の構想した
WL の考え方は公共日本語教育学の構築という文脈においてさきがけであったといえよう。 
日本語教育における公共性を考える前提として、日本語のもつ「言語的公共性」につい
ても考えておきたい。なぜなら、日本語を使用することが、日本語による「公共領域」あ
るいは「公共圏」が構築されていくからである。その意味で、日本語が使用される歴史的、
かつ社会的な文脈の中で、日本語が持つ「公共性」とは何かが重要なテーマを持つ。 
日本語のもつ「言語的公共性」については、イ（2009）が「「国語」と言語的公共性」
という論考で、次のように述べている。 
イ ヨンスクは、「国語＝日本語」「国語＝日本国民に対しての母語」という等式を自明の
事実として捉える思考法から議論を始める。この思考法に立つと、感情的に価値づけされ
る「母語」が「国語」に容易に結びつき、また、それを公教育が後押しすることになる。
「母」と「故郷」という情感的なイメージが国家と結びつき、「日本語」＝「国語」が唯一
の合法的な言語として定着していくという、「国語」という思想（イ、1996）が日本社会
に脈々と生き続けていると見る。 
そのうえでイ（2009）が問題にするのは、「公用語」の問題である。「国語」と「公用語」
は別のカテゴリーに属する。「公用語」は国の公的機関や公教育で使用することが認められ
た言語をいうが、ある言語が「公用語」として法的に認められれば、国家はその「公用語」
を「公式の公共圏」をつくる唯一の言語として強化するようになるだろう。そうなれば、
それ以外の言語を公共領域から排除することになる可能性が出てくる。したがって、公用
語の支配的地位をできるだけ制限することや、公用語以外の言語によって「対抗的な公共
性」をつくりあげる必要があると、イは主張する。そのためには、マイノリティが「二言
語使用」や「言語の取り換え」のような「私的」で「非政治的」だと考えられてきた問題
を自らの「言語権」として公共性の議論に提示すること、そのことと同時に、いかなる言
語であってもアプリオリに排除されない「開かれた場」をつくることが重要であると主張
する。 
特にイ（2009：222）は、「「国語」の思想が「グローバリゼーション」から栄養源を得
ている」と述べ、「グローバリゼーション」の流れが「日本語＝ナショナライゼーション」
を強化していくという時代性を指摘する。また、「日本語＝国語」と「英語＝グローバリゼー
ション」といった二極構造の陰で、声が奪われたことばによる対抗的公共圏をつくること
がその二極構造をくずしていくひとつのきっかけになるだろうと主張する（イ、2009：230）。 
イの考え方で注目されるのは、「公共圏は言語で作られる」という点である。同時に、イ
が主張するように、公用語以外の言語によって「対抗的な公共性」をつくりあげるという
視点である。日本語教育が「日本語以外の言語による公共性」の構築に関わることは難し
いが、日本語による公共性だけを論じていれば事足れりということにはならないことも考
えておかなければならないであろう。この点は、さらに議論が必要である。 
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以上をまとめると、徳川のいう WL という言語学の捉え方やイのいう日本語＝国語とい
う思想は、日本語教育の公共性や公共日本語教育学を考えるうえで、極めて示唆的である。
それは以下の点である。日本語教育の公共性というのは、少なくとも、（1）日本社会の歴
史や社会状況と関係しているという点（以下、「日本社会との関連性」）、また（2）グロー
バリゼーションが進む時代性とも密接に関係しているという点（以下、「時代性」）、さらに
（3）日本語教育、日本語教育学の社会的存在意義への問いかけであるという点（以下、「社
会的存在意義」）であろう。換言すれば、これらの諸点を超えていく視点から、日本語教育、
日本語教育学の実践と研究のあり方を構想できるかどうかが問われているということで
ある。 
では次に、上記の議論や観点、すなわち「日本社会との関連性」「時代性」「社会的存在
意義」の観点を、日本語教育の具体的な実践研究に落とし込んだ場合、どうなるかを検討
してみよう。その考察から、日本語が使用される公共領域で、日本語教育はどのような役
割を果たすことかを考える。 
4．日本語教育の公共性を考える視点とは―「やさしい日本語」を例に 
これまで行われてきた日本語教育の実践も、日本語教育学の中の専門分野も広く多様で
あるが、その中で、日本語教育の公共性を考えるうえで、ヒントとなる実践、あるいは議
論として、近年注目される「やさしい日本語」を例に考えてみよう。 
「やさしい日本語」とは、庵功雄が代表を務めた科学研究費補助金による研究（平成 22
年度～25 年度および平成 25 年度～28 年度の科学研究費補助金基盤研究（A））で使用さ
れた語として広く知られている。そのきっかけは「多文化共生」と「日本語教育文法」を
結びつけるという試みであった（庵他編、2013）。 
庵は、「やさしい日本語」を支える 3 つの「側面」があるとして、「補償教育の対象とし
ての側面」「地域社会における共通言語としての側面」「地域型初級の対象としての側面」
をあげ、そのひとつの実践例として、「公的文書書き換えプロジェクト」を示している。庵
が目指しているのは、「日本語母語話者＜受け入れ側の日本人＞」と「日本語ゼロビギナー
＜生活者としての外国人＞」が「対等な市民同士の交流」をめざし、「外国人側にも最低限
の日本語習得を求める一方で、日本人側もその日本語を理解し、自らの日本語をその日本
語に合わせて調整する訓練をする必要」があるとし、その調整過程に共通言語として成立
するのが「やさしい日本語」であると主張する（庵、2013）。 
このような庵の考えにイ（2013）は次のような指摘をする。つまり、「やさしい日本語」
とは「必要最低限の日本語能力」として誤解される可能性があり、その結果、「まだ大人に
なっていない子どもが使う日本語」として理解されるかもしれない。もしそうなら、「子ど
も向けの日本語」というイメージは危険なことだと指摘する。また、上記の「公的文書書
き換えプロジェクト」のように、「外国人はひたすらメッセージを受け取るだけの存在と
なってしまう」のは問題であるとも指摘する。そのうえで、イ（2013）は、庵のいう「や
さしい日本語」とは「初級レベルの外国人でも、伝えたい意味の発話を「産出」できるよ
うな日本語のヴァリエーション」という考え方に賛同しつつ、「日本語教育は、ひとりひと
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りの「外国人」が、「外国人」としての自分を肯定しながら、日本社会で能動的に生きる力
を与えるものでなければなりません」（イ、2013：277）と述べる。 
このような庵らの「やさしい日本語」に関する実践と議論に対して、安田（2013）は痛
烈に批判をしている。「やさしい日本語」に対する安田の見方は、庵が依拠する山田泉の「補
償教育」という考え方に「上から目線」があると指摘し、そこから生まれる「やさしい日
本語」の基本姿勢は、外国人に対して「隷属の対価としての日本語教育」を実践すること
だという批判である。また、安田（2013）は、日本語を「やさしく」しても、普通の日本
人も使うような気にならなければ「やさしい日本語」の存在意義はないのではないかと指
摘し、それは「配慮という名の差別」であると指摘する。つまり安田（2013）が主張する
のは、普通の日本語のあり方を議論せず、ただ「やさしい日本語」だけを議論するのは両
者を切断するだけであって、結局、多言語化する日本社会のあり方とその中の日本語のあ
り方を議論する視座を提供できず、「問題の本質的な解決」にならないということである。 
ここでは、「やさしい日本語」の是非を議論することはしない。「やさしい日本語」に関
する議論はまだ他にもある（たとえば、『日本語教育』158 号の特集「「やさしい日本語」
の諸相」2014 年 8 月）。ただ、ここで確認したいいくつかの点がある。 
第一は、このような「やさしい日本語」をめぐる実践研究や議論は、上記の日本語教育
の公共性の議論の観点、「日本社会との関連性」「時代性」「社会的存在意義」を問う議論で
あるということである。つまり、「やさしい日本語」の実践と議論は、まさに日本語教育の
公共性、公共日本語教育学の研究となりうるという点である。なぜなら、「やさしい日本語」
の実践と議論は、前述の山下が述べた公共人類学の役割、すなわち、公共的課題を解決す
るために NGO／NPO などと連携し、政策提言や支援の実践を通じて、「新しい公共」の
構築に参入するという役割の議論に通じるという意味で近似しているからである。 
第二は、「やさしい日本語」vs 上記の「隷属の対価としての日本語教育」「配慮という名
の差別」という論点には、共通点があるという点である。それは、日本語使用者の人権を
考えて提案、発言されているという点である。「やさしい日本語」は日本で生活する初級段
階の日本語使用者の人権を考えているといえるし、それに対する批判は、「やさしい日本語」
は「上から目線」の発想であって、当事者の人権を考えていないという見方である。だか
ら、その批判は「隷属」や「差別」という視点から批判が生まれている。つまり、この論
点に共通するのは、多言語化・多文化化する社会における人権の捉え方、あるいは人権意
識による論点であるという点である。 
第三は、これらの論点が人権の捉え方や人権意識と密接に関連しているといっても、そ
れは日本語使用に限らないという点である。日本語使用者は常に日本語以外の言語を使用
している。日本語によって構成される公共領域と、日本語以外の言語で構成される公共領
域が複層的に存在していると考えると、それぞれの領域に人権のとらえ方や人権意識があ
ると考えられる。それは、時には日本を超えて広がる領域と想定されるであろう。そのよ
うに考えると、「やさしい日本語」をめぐる実践や議論は、多言語化、多文化化する日本社
会の文脈で行われてきた実践研究であるが、そこから日本国外の文脈とつながる実践であ
り、議論であるという点である。したがって、日本語教育の公共性、公共日本語教育学を
構想するうえで忘れてはならないのは、日本語教育は日本社会のためだけの言語教育では
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ないという点である。上記の安田が指摘したように、「やさしい日本語」の議論には「社会」
や「日本語」は何かという点が十分に議論されていない点は確かだが、その場合の「社会」
や「日本語」の問題は、グローバル化の進む日本および海外で生きる「日本語使用者」す
べてに関わる課題であると考えられるからである。 
では、日本語教育の公共性の議論や公共日本語教育学は、このような諸点、あるいは観
点を意識するだけで成り立つものなのか。最後に、実践の観点を考えてみよう。なぜなら、
日本語教育は「フィールドの学」（石黒、2004）であるゆえに、公共日本語教育学も実践
の学となるからである。 
5．公共日本語教育学とは何かーパラドクシカルな実践の学 
盛山（2012a）は公共社会学を構想するうえで、「三次元的視座」が必要であると述べて
いる。盛山は、社会学が取り上げる社会の諸問題に対する視点に、「一次元的視座」、「二次
元的視座」、「三次元的視座」があるという。「一次元的視座」とは、「社会の問題を単なる
「管理、制御の対象」とみなし、それに対して「科学技術やそれに基づく合理的な政府の政
策」が適切に対処しうる」という見方をいう。この視座は、啓蒙主義や近代化論、社会シ
ステム論などで採られた視座であるが、問題点は、「管理・制御の対象である「社会」と、
管理・制御の主体である学知および政府（官僚）」とが、「制御されるもの」と「制御する
もの」として二分されている点である（盛山、2012a：4）。 
それに対して、「二次元的視座」は、「一次元的視座」から捉える問題の設定や、その結
果として見える「抑圧、差別、権力などからの解放と、より根源的な人間的自由の回復」
をめざす見方をいう。したがって、それまで自明視された社会観や「客観的」や「自文化
中心主義的」とみなされた事柄を根底から批判し、「脱構築」することが目指された。 
しかし、盛山（2012a）は「二次元的視座」の「重大な欠陥」は、「一次元的視座に対す
る真に有効な代替選択肢の提示に失敗している」点であるという。それに対して、盛山は
「三次元的視座」に立って社会問題にアプローチすることを提案している。つまり、社会を
構成しているのは人々の「思念」であり、社会の共同性は再帰的で相互的なプロセスを通
じて支え合われていると考えると、そのような社会の再帰的構造を明らかにし、よりよい
秩序の構想に寄与するというアプローチが「三次元的視座」であり、公共社会学であると
いう。 
この「三次元的視座」は、日本語教育の公共性や公共日本語教育学を論じる場合、極め
て重要である。たとえば、上記の「やさしい日本語」の議論は、安田が批判する「補償教
育」の視点から見れば、「一次元的視座」の議論といえなくもない。また、「地域における
共通言語」としての「やさしい日本語」や、その一例である「公的文書書きかけプロジェ
クト」は、それまで当たり前とみなされた日本語使用への問題提起という意味で「二次元
的視座」からの提言といえるかもしれない。そして、「やさしい日本語」の具体的な実践は
「三次元的視座」に立った「よりよい秩序の構想に寄与する」実践とみなせるかもしれない。 
ただし、ここで重要なのは「よりよい秩序とは何か」ということである。「やさしい日本
語」は「よりよい秩序」の構築をめざした日本語教育実践であると主張する人と、それは
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「上から目線」であり、「隷属の対価としての日本語教育」であると批判する人との間にあ
る差異は、上記のように「日本語使用者の人権」の捉え方の差異と読み替えることができ
る。つまり、それは日本語使用者が日本という社会で暮らす場合の人権をどう考えるかと
いうことだ。 
徳川（1999）が主張した WL も、基本はこの人権意識であった。徳川が提起する WL
の取り組むべき諸問題、たとえば「言語障害を持つ人」の、手話を含むことばの課題、ア
イヌやニューカマーなどの少数言語を話す人の言語問題、また日本国内の方言の捉え方の
問題、あるいは、絶滅寸前のマイノリティ言語の使用者にとって、その言語を保持してい
くのがいいのか、それとも、効率のいい言語に乗り換えたほうがいいのかという問題など
は、その例である。 
では、日本語使用者の人権をどのように捉え、それらの問題を解決していけるのか。
「三次元的視座」を持つ公共社会学がよりよい秩序の構想に寄与するといっても、その具体
的な方法論が確立されているわけではないことから考えると、日本語教育の実践をそれら
の三つの「視座」から捉え直しただけで十分とはいえないであろう。 
ここで日本語教育の実践を公共性の視点から捉え直すには、盛山の議論より、上記の「公
共民俗学」「公共人類学」の議論が参考になる。たとえば「公共民俗学」は民俗知のプレゼ
ンテーションの仕方において、人々とコミュニケーション（対話）を通じて行うプレゼン
テーションを想定する。また「公共人類学」は民族誌の作成のあり方において、一般の人々
との対話や協働の視点を取り入れ、学の外へ「関与」したり、学の外の人と「協働」する
ことを学のあり方として、また研究者あるいは実践者としてのあり方として提起している。 
これらの議論を踏まえ、かつ日本語教育が実践の学であることを考えると、公共日本語
教育学は、日本語使用者との対話や、学の外の人々との協働の実践を通じて、日本語使用
者の人権について考えていく実践の学と捉える視点が浮上する。ただし、この日本語使用
者は社会を構成する多様な人々が含まれるので、誰にとっての人権かという点が重要にな
る。一人ひとりにとっての人権を実現することが必ずしも国民国家の枠組みやシステムを
維持することにつながらない可能性があるというパラドクシカルな実践研究であるという
ことである。 
さらにいえば、日本語使用者の人権を考えるということは、日本語による公共領域の公
共性を考えることに等しい。ただしその場合、前節で指摘したように、イが述べる、公用
語以外の言語による「対抗的な公共性」も視野に入れなければならないだろう。つまり、
日本語教育の公共性や公共日本語教育学の構築を考えることは、日本語使用者の日本語お
よび日本語以外の言語による公共領域と人のあり方を考えるというパラドクシカルな実践
研究であるということである。 
この点には別の角度からの議論がさらに必要である。「やさしい日本語」をめぐる実践や
議論の中で想定される「社会」や「日本語」は何かという点が十分に議論されていないと
いう安田の批判があった。したがって、日本語教育の公共性を議論する場合に、想定され
る「社会」や「日本語」を議論することは避けられないであろう。しかし、その場合、上
記のイが主張した公用語以外の言語による「対抗的な公共性」も視野に入れなければなら
ないだろう。つまり、グローバル化の影響下にある多言語化、多文化化する「社会」、「こ
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とば」のもつ動態性、混淆性、多様性を前提とした議論が必要なのだ。また、メトロリン
ガルな視点やトランスランゲージングの視点からの「社会」や「ことば」を捉えると 4、複
数言語環境で複数のことばを使用して生きる人々がどのようなコミュニケーションと関係
性を構築して生きていくのかを、私たちは現在、および未来社会のあり様としてどう捉え、
描くかが問われていく。つまり、日本語教育というモノリンガルな実践教育から、複言語
使用の生き方を実践したり、考えたりしていくという、パラドクシカルな実践研究が、公
共日本語教育学なのである。 
以上をまとめると、公共日本語教育学とは、よりよい社会を考え、日本語学習・日本語
教育の実践を日本語使用者とともに協働的に創っていくことを通じて、日本語使用者とと
もに「社会」また「ことば」のあり方、そして 21 世紀に生きる人の生き方を構想してい
く学であり、そこから日本語教育の想定する「ことばと社会」の公共性を提案していく実
践研究であると考えられる。ただし、その場合、上記のパラドクシカルな諸点を踏まえ、
それを乗り越える実践研究にならない限り、日本語教育学は公共日本語教育学にはなりえ
ないであろう。その認識こそ、21 世紀の日本語教育の実践者に求められる資質であろう。 
注 
 1 「公共性」に関する議論は近年活発である。政治学者の齋藤純一（2000）は「公共性」の要件と
して次の 4 点をあげている。「誰もがアクセスできる空間」「複数の価値や意見が＜間＞に生成す
る空間」「差異を条件とする言説の空間」「複数の集団や組織に多元的にかかわることが可能な空
間」。 
 2 Clifford（1988）参照。 
 3 清水（2014：19）は、人類学における「応答とは、人類学者の側が呼びかけられていることを自
覚し、それに対するレスポンスとしての、具体的な発言と行動である」と述べている。 
 4 この点は、metrolingualism （Pennycook & Otsuji, 2015）や translanguaging （García & Li Wei, 
2014）の議論が参考になる。 
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